別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名: 新　鳥獣被害対策モデル等普及事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

農政部 農村振興課 農村支援担当　電話番号：058-272-1111（内3176）

E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,000千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　平成２３年度に重点支援地区において実証した岐阜県型対策モデルについて、効果の検証を継続するとともに、県内各農業集落の取組み状況に応じた対策モデルの普及を行うため、集落研修会や鳥獣被害対策推進フォーラム（仮称）、事例発表会の開催、パンフレットの製作・配布などを行う。
　○集落研修会

　　　・地域の被害状況(獣種・侵入経路)を踏まえ、効果的な対策を指導

　○鳥獣被害対策推進フォーラム(仮称)
　　　・基調講演、被害状況と対策モデル等紹介、防護柵等展示、獣肉商品試食

　　　・「鳥獣被害対策月間(仮称)」の主要行事として１回開催

　○事例発表会

　　　・Ｈ２３重点支援地区の実証成果を現地対策本部(圏域)毎に開催

　○啓発パンフレットの配布

　　　・「集落ぐるみでの取組みの必要性」「岐阜県型対策モデル」「人的支援

　　　　（現地対策チーム、相談員等）」「財政支援(補助事業)」紹介・説明
	２　所要経費


5,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

12　美しい緑と清流づくりプロジェクト
	２　これまでの取組状況


平成23年度に重点支援地区を12地区設置し、岐阜県オリジナルの「猪鹿無猿柵」等の防護技術を中心に、鳥獣を寄せ付けない環境づくりや捕獲等個体数管理も含めた総合的な対策としての岐阜県型対策モデルの実証を行った。また、県内集落の被害状況や対策の取組状況を調査し、地域の実情に応じた対策を講じるための基礎データを得た。
	３　これまでの取組に対する評価


これまで重点支援地区において岐阜県型対策モデル実証を行ってきたが、他地域への普及をさらに進めるためには、引き続き被害対策の実証を継続するとともに、既に確立した対策については普及を並行して行う必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


